
大田市告示第５８号 

 

大田市休日保育事業実施要綱を次のように定める。 

 

令和５年３月３１日 

大田市長 楫 野 弘 和   

 

大田市休日保育事業実施要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、保護者（児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）

第６条に規定する保護者をいう。以下同じ。）の就労等により、休日に

おける児童の保育に対する需要の増加に対応するため、休日保育事業（

以下「事業」という。）を実施し、もって児童福祉の増進を図ることを

目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において「休日」とは、次に掲げる日をいう。 

(１) 日曜日（１月１日から同月３日までの日及び１２月３１日を除く

日） 

(２) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定す

る休日（１月１日から同月３日までの日及び１２月３１日を除く日） 

（実施保育所等） 

第３条 この事業を実施する保育所（以下「実施保育所」という。）は、

大田市立保育所の設置及び管理に関する条例（平成１７年大田市条例第

１０７号）別表第１に定める保育所のうち市長が指定する保育所とする。 

２ 指定管理者が管理する保育所において事業を実施するときは、当該指

定管理者が事業を行うものとする。 

（対象児童） 

第４条 この事業の対象となる児童（以下「対象児童」という。）は、休

日の保育に欠ける児童であって、次の各号のいずれにも該当する者とす

る。 

(１) 市内の認可保育施設に入所している児童（以下「入所児童」とい

う。）、市内の認可外保育施設を利用している児童（以下「施設利用

児童」という。）又は入所児童及び施設利用児童以外の市内に居住し



ている児童であること。 

(２) 利用日現在において、満１歳を超え小学校就学前までの者である

こと。 

(３) 健康で集団保育が可能な児童であること。 

（利用の要件） 

第５条 市長は、休日において、保護者が次の各号のいずれかに該当する

ときは、対象児童について休日保育を行うものとする。 

(１) 居宅外で就労するとき。 

(２) 居宅内で児童から離れて就労するとき。 

(３) 病気、出産等のため入院し、又は通院するとき。 

(４) 親族を介護し、又は看護するとき。 

(５) 冠婚葬祭に出席するとき。 

(６) その他市長が特に必要があると認めるとき。 

（利用時間） 

第６条 休日保育の利用時間は、原則として午前８時から午後６時までと

する。 

（職員の配置） 

第７条 実施保育所は、事業の利用児童数に応じて、必要な保育士を２人

以上配置するものとする。 

（利用の申込み） 

第８条 休日保育を利用しようとする保護者は、原則として休日保育を利

用しようとする日の５日前までに、休日保育事業利用申請書（様式第１

号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請があった場合において、特に必要があると認める

ときは、当該保護者に対し、児童の健康診断書の提出を求めるものとす

る。 

（利用の決定等） 

第９条 市長は、前条の規定による申請について、第４条及び第５条に規

定する要件並びに前条の規定により提出を受けた健康診断書の内容を審

査の上、利用の適否を決定し、休日保育事業利用決定（却下）通知書（

様式第２号）により申請者に通知するものとする。 

（利用の辞退） 

第１０条 前条の規定により利用決定を受けた保護者は、休日保育の必要



がなくなったときは、原則として休日保育を利用する日の３日前までに、

休日保育事業利用辞退届出書（様式第３号）を市長に提出しなければな

らない。 

（利用の解除） 

第１１条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、休日

保育の利用決定を解除することができる。 

(１) 第４条又は第５条に規定する要件に該当しなくなったとき。 

(２) 虚偽の申請又は不正な手続により、利用の決定を受けたとき。 

(３) その他やむを得ない事情により利用を継続することが困難と認め

られるとき。 

２ 市長は、前条の届出があった場合又は前項に規定する休日保育の利用

決定を解除する場合は、休日保育利用解除通知書（様式第４号）により、

保護者及び実施保育所の長に通知するものとする。 

（利用の制限） 

第１２条 市長は、休日保育を利用する日において、児童が次の各号のい

ずれかに該当すると認めるときは、休日保育を利用させないことができ

る。 

(１) 発熱、体調不良等のために、集団保育が困難と判断したとき。 

(２) その他市長が休日保育の利用を不適当と認めるとき。 

（費用負担） 

第１３条 この事業を利用する保護者から、次に定める保護者負担額を徴

収するものとする。ただし、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第

６５号）第１９条第１項第２号又は第３号に該当するものとして認定を

受けた対象児童が、当該各号に規定する事由により事業を利用し、かつ、

当該事業の利用日の前後１週間以内に振替となる保育を利用しない日を

設ける場合は、保護者負担額を徴収しない。 

対象児童年齢 
利用時間 

５時間未満 ５時間以上８時間未満 

３歳未満 １，５００円 ２，４００円 

３歳以上 １，３００円 ２，２００円 

２ 利用時間が８時間以上となった場合は、３０分ごとに１００円の延長

料金を負担しなければならない。 



（報告） 

第１４条 実施保育所の長は、毎月、前月分の実施状況について、大田市

休日保育事業実施状況報告書（様式第５号）により市長に報告しなけれ

ばならない。 

（その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

この告示は、令和５年４月１日から施行する。 

 



様式第1号(第8条関係) 

休日保育事業利用申請書 

 

年  月  日  

 

大田市長 様 

 

保護者 住所             

氏名             

電話             

 

休日保育事業を利用したいので、次のとおり申請します。 

(ふりがな) 

氏 名 

続

柄 

年齢 

(生年月日) 
職業・勤先・学校名等 

入
所
児
童 

 本
人 

 

 

(  ・  ・  ) 

 

入
所
児
童
の
同
居
家
族 

 父 
 

(  ・  ・  ) 
 

 母 
 

(  ・  ・  ) 
 

 
  

  

 
  

  

 
  

  

 
  

  

入
所
理
由 

父
の
状
況 

1 居宅外労働 

2 居宅内労働 

3 病気 

4 看護 

5 冠婚葬祭 

6 その他 

母
の
状
況 

1 居宅外労働 

2 居宅内労働 

3 病気 

4 看護 

5 冠婚葬祭 

6 その他 

家
族
の
状
況 

1 居宅外労働 

2 居宅内労働 

3 病気 

4 看護 

5 冠婚葬祭 

6 その他 

休日保育が必要な

具 体 的 理 由 
 

希望する休日保育

時 間 ・ 期 間 

       時  分から   時  分まで 

    年  月  日～    年  月  日 

 



様式第2号(第9条関係) 

 

休日保育事業利用決定（却下）通知書 

 

年  月  日   

 

          様 

 

 

大田市長              

 

 

通
知
事
項 

利用児童名 

1 休日保育事業の利用を決定します。 

利用期間     年  月  日～    年  月  日まで 

利用料       1日     円 

2 利用申請を却下します。 

理由 

備考 

1 この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起

算して3月以内に、大田市長に対して審査請求をすることができます。 

2 この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して6月以内

に、大田市を被告として(訴訟において大田市を代表する者は大田市長となります。)、

処分の取消しの訴えを提起することができます。ただし、前項の異議申立てをした場合

には、その異議申立てに対する決定があったことを知った日の翌日から起算して6月以

内に、処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 



様式第3号(第10条関係) 

休日保育事業利用辞退届出書 

 

年  月  日  

 

大田市長          様 

 

 

保護者 住所             

氏名          印  

 

 

次の理由により、休日保育事業の利用を辞退したいので届出します。 

利 用 児 童 

ふ り が な  年齢 性別 

氏 名   男・女 

生 年 月 日 年   月   日生 

利用保育所(園)名  

辞 退 年 月 日 年   月   日 

辞 退 の 理 由  

 



様式第4号(第11条関係) 

休日保育利用解除通知書 

 

年  月  日  

 

          様 

 (実施保育所(園)長 様) 

 

 

大田市長        

 

 

次の児童についての休日保育利用承認を解除することにいたしましたから、通知いた

します。 

利 用 児 童 

ふ り が な  年齢 性別 

氏 名   男・女 

生 年 月 日 年   月   日生 

利用保育所(園)名  

休日保育利用承認

解 除 の 年 月 日 
年   月   日 

休日保育利用承認

解 除 の 理 由 
 

備考 

1 この決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起

算して3月以内に、大田市長に対して審査請求をすることができます。 

2 この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して6月以内

に、大田市を被告として(訴訟において大田市を代表する者は大田市長となります。)、

処分の取消しの訴えを提起することができます。ただし、前項の異議申立てをした場合

には、その異議申立てに対する決定があったことを知った日の翌日から起算して6月以

内に、処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 



様式第5号(第14条関係) 

 

大田市休日保育事業実施状況報告書 

 

年  月  日   

 

大田市長          様 

 

保育(園)名              

 

    年  月分の休日保育事業の実施状況について、次のとおり報告します。 

 

児童名 

利用日(日付・曜日を記入する) 
利 用

日 数 日 

( ) 

日 

( ) 

日 

( ) 

日 

( ) 

日 

( ) 

日 

( ) 

日 

( ) 

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

合計  人                 

※ 利用日毎に、○を記入すること。 


